様式第１号(第７条関係)

愛知県犯罪被害者等転居費用助成金交付申請書
年　　月　　日
愛知県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふりが),申請者)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(な),氏名)
	

	被害者との続柄
	

	申請者生年月日
	　　　　年　　月　　日生

	申請者住所
	〒

	
	

	電話番号
	（　　　）　　　　－


　　
愛知県犯罪被害者等転居費用助成金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　交付申請額
　　　　　　　　　　　　円
２　転居年月日
　　　　　　年　　月　　日
３　転居前住居
　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　転居後住居

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　決定通知書送付先
　　□　転居後住居
　　□　〒　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　添付書類
（１）　転居に際して運送事業者が作成した内訳書及び領収書
（２）　転居前及び転居後の住居それぞれの住所を示す書類等
７　各種要件等
	助成
対
象
要件
	私は、以下の事項に該当します。（※ 該当する□にチェック）
　□　「愛知県犯罪被害者等転居費用助成金交付要綱」第５条第２号に定める犯罪行為により被害を受けた犯罪被害者又はその遺族である。
　　犯罪被害の概要又は罪名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　犯罪被害者のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)：　　　　　　　　　　　　　　　　※申請者が遺族の場合のみ記載
　　犯罪被害者の生年月日：　　　　年　　月　　日生　　　　※申請者が遺族の場合のみ記載
    犯罪被害を受けた場所：　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
事件捜査担当警察署：　　　　　　警察署
　□　犯罪行為による被害を受けた際、愛知県内に居住していた。
　　　（交付要綱第３条第４号に定める被害者の遺族で、犯罪発生時に被害者と同居していた。）
　□　犯罪行為による被害を受けた事実について、警察に被害の届出をし、受理されている。若しくは、犯罪被害について警察から事情聴取を受け、供述調書等が作成されている。
　□　以下のいずれかに該当する。
　　① 犯罪行為により住居が著しく損壊する等したため居住することができなくなった。
　　② 自宅又はその付近において犯罪行為の被害を受けるなど、更なる犯罪等による被害のおそれ、二次被害の発生その他の事情により、当該住居に居住し続けることが困難となった。
□　犯罪行為による被害を受けた日から本申請書の提出まで１年を経過していない。
 　 犯罪が発生した日：　　　　年　　月　　日
（申請者が未成年者の場合）
　□　転居に関して保護者（親権者又は未成年後見人）の同意を得ている。

	助成除外事由
	私は、以下の助成除外事由を確認しました。（該当する□にチェック）
　□　同一の犯罪被害に掛かる転居費用について、他の公的な機関の同様の制度により支援を受けていない。
　□　同一の犯罪被害に掛かる転居費用について、民間の事業者による保険の適用を受けていない。

　□　犯罪行為を誘発したり、犯罪被害について責めに期すべき行為はない。
　□　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び６号に定める暴力団・暴力団員に該当せず、また、暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係にない。


以上の内容に相違ありません。
　なお、私が上記「助成除外事由」のいずれかの事項に該当することとなったとき又は加害者若しくはその関係者から転居費用に係る損害賠償を受けたときは、速やかに届け出ます。
私が提供する個人情報は、愛知県及び愛知県警察が転居費用助成制度の範囲内で利用し、かつ共有することに同意します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者氏名　　　　　　　　　　　　　
８　代理申請
代理申請をする理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代理人氏名　　　　　　　　　　　　代理人生年月日　　　　　　　　　　　　　

代理人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代理人連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
